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A. 研究目的 
がん死亡率を減少させる効果的ながん検

診の要件は、検診手法の科学的根拠とその

徹底的な精度管理である。精度管理につい

ては市町村における検診体制の整備や精検

受診率の向上等、近年改善されつつあるも

のの、本来がん検診の主たる要評価指標で

ある感度（検診受診者中、次回検診までに発

生したすべてのがんに対する要精検と判定

された者の割合）の実測についてはこれま

で不可能であった。しかし、平成 28 年に「が

ん登録等の推進に関する法律」が施行され、

市町村による全国がん登録情報の利用が認

められたことで、市町村が保有するがん検

診情報と全国がん登録情報との照合データ

を用いた精度管理が可能となった。精度管

理指標として感度・特異度があるが、これら

を比較できる形で算出するためには、市町

村が保有するがん検診情報と全国がん登録

情報の(1)がん罹患の有無、(2)がん検診・陽

性、(3)がん検診・陰性、(4)がん検診受診日

からのフォローアップ期間、(5)がん検診受

診前のがん罹患、(6)同一年度内、同一がん

検診の受診回数 から受診者の 4 区分（偽陰

性者、真陰性者、偽陽性者、真陽性者）を定

義して感度、特異度を算出する必要がある。

研究班では、指標を算出する集計作業を市

町村、あるいは都道府県（都道府県がん登録

室）の両方が行う可能性があることを想定

し、行政職でも利用可能な内容での感度・特

異度算出マニュアルを作成した。 
 

B. 研究方法 
 昨年度、本研究班で整理した検診結果（陽

性・陰性）の定義、「検診受診前のがん罹患」

研究要旨 

 市町村が保有するがん検診情報と全国がん登録情報との照合データを用いた

がん検診事業の評価手法の整理、および評価指標の検討を行うことで、がん検診

事業の精度管理評価に不可欠である感度や特異度の算出を可能とすることを目

的とした。本研究では、感度や特異度等を算出する集計作業を市町村、あるいは

都道府県（都道府県がん登録室）の両方が行う可能性があることを想定し、行政

職でも利用可能な内容での感度・特異度算出マニュアルを作成した。 
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の取り扱い、偽陰性の定義等を整理し、マニ

ュアルに記載することとした。 
 普段、集計作業に従事していない自治体

担当者（あるいは都道府県がん登録室）が集

計作業や感度・特異度の算出を行うことを

想定し、集計用データの作成からデータ整

理、集計作業、算出方法までを記載した。 
 
（倫理面への配慮） 
該当しない。 
 
C. 研究成果 
（１） 使用するソフトウェア 
がん検診情報と全国がん登録との照合デ

ータは、図１のようなテキストファイルも

しくは Excel ファイルで提供され、集計作

業や感度・特異度の算出には Excel をはじ

めとした表計算ソフトや、Stata®や R など

の統計ソフトを使用することが可能である。 
 本研究では、多くの自治体（あるいは都道

府県がん登録室）が新たに導入する必要が

なく、使い慣れていると想定される Excel
を使用した集計方法でマニュアルを作成し

た。 
 
 
 
 
図１．提供されるがん登録情報の例（テキス

ト形式） 
 
（２） 集計に使用できる変数 
 がん検診情報からは、表 1 の項目を集計

に使用する。 
 がん検診情報とがん登録情報の照合では、

氏名、性別、生年月日、住所を使用して個人

を同定する。その他に、がん検診台帳に記載

されていたがん検診対象者のうち、がん登

録情報が存在したがん検診対象者について

は、表２のがん罹患情報を付与することが

可能であり、集計に利用できる。（がん登録

情報が存在しなかったがん検診対象者につ

いては、がん罹患情報は付与されない。） 
 
表１. がん検診情報から集計に使用できる

項目 
項目 内容 

検診受診日 年月日 

検診の判定結果 がん疑いあり（陽性） 

がん疑いなし（陰性） 

精検受診日 年月日 

精検結果※ 早期がん 

その他 

※把握できた場合は使用する。 
 

i. 診断日精度について 
診断日精度とは、がん登録情報から出力

された診断年月日が、がん罹患症例として

登録された時点でどこまで日付が明らかで

あるかという項目である。診断日精度によ

り診断年月日の信頼性は異なるため、診断

日精度によりがん罹患情報の扱いは以下の

通りとする。 
 
・ 診断日精度 0、1、2 は出力された診断

年月日をそのまま使用する。その他の

がん罹患情報も使用する。 
・ 診断日精度 3、4、5、9 は診断年月日の

精度が低いため、検診受診からの発見

がんとして扱わず、診断年月日以外の

罹患情報も使用しない。（がん検診受診

者としてはカウントする。） 
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ii. 診断年月日（文字列）から日付への

変換 
 診断年月日は８桁の文字列で出力さ

れるため、そのまま日付として扱うこと

ができない。マニュアルでは文字列から

日付形式（計算に使用可能）へ変換する

方法についても記載した。 
 
表２．がん登録情報との照合により付与で

きるがん罹患情報 

 
（３） がん検診情報とがん登録情報の結

合方法 
i. 前処理について（テキストファイル

から Excel ファイルへの変換） 
前述のように、がん登録情報はテキストフ

ァイルもしくは Excel ファイルで提供され

る。マニュアルでは、テキストファイルで提

供された場合を想定し、テキストファイル

から Excel への変換方法についても記載し

た。 
 
ii. がん検診情報とがん登録情報の結

合 
 都道府県がん登録室から提供されるがん

登録情報には、診断年月日や局在コードな

どのがん罹患情報のみが含まれており、氏

名や住所などの個人を特定できる情報は含

まれていない。そのため、がん検診情報とが

ん登録情報を結合する際には、都道府県が

ん登録室ががん検診情報に付与するデータ

識別番号を使用する。データ識別番号は、が

ん検診情報に記載のあるがん検診対象者一

人に一つずつ割り当てられる番号であり、

このデータ識別番号と提供されたがん登録

情報に含まれているデータ識別番号は同一

のものである。 
 
（４）定義の記載 

i. がん検診の判定結果（がん疑いあり

（陰性）・がん疑いなし（陰性））の

定義 
 昨年度、本研究班で検討したがん検診の

判定結果の定義についてもマニュアルへ記

載した。 
 がん疑いあり（陽性）は「要精検」や「要

項目 内容 備考 

診断年月日 年月日 8 桁で出力される。 

（例）2020年 4月 1日→20200401 

診断日精度 0：完全な日付 

 

1：閏年以外の 2/29 

 

2：日のみ不明 診断日の日が 15 日と出力。 

3：月を推定 診断日の日が 15 日と出力。 

4：月・日が不明 診断日の年月が７月 2 日と出力。 

5：年を推定 診断日の年月が７月 2 日と出力。 

9：日付なし 診断年月日は存在しない。 

進展度・総合 400：上皮内 

 

410：限局 

 

420：領域リンパ節転移 

 

430：隣接臓器浸潤 

 

440：遠隔転移 

 

777：該当せず 白血病、多発性骨髄腫の場合。 

499：不明 

 

発見経緯 1：がん検診・健康診断・

人間ドックでの発見例 

 

3：他疾患の経過観察中

の偶然発見 

 

4：剖検発見 

 

8：その他 1、3、4 に当てはまらないもの。

自覚症状による受診を含む。 

9：不明 
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治療」など、がんの疑いがあると考えられる

判定とし、がん疑いなし（陰性）は「精検不

要」や「要経過観察」など、すぐに精検を求

めていない判定とした。また、カテゴリー分

類やベセスダ分類など、より正確な判定結

果の情報がわかる場合には、その結果を優

先して使用することとした。 
 
ii. がん検診受診日から診断年月日ま

での日数による取扱い 
 昨年度、本研究班で検討したがん検診受

診日から診断年月日までの日数による取扱

いについても、マニュアルへ記載した。 
がん検診受診日から診断年月日までの日

数が 1～364 日の発見がんは、「検診受診か

ら１年以内のがん」とし、365 日以上のがん

は集計しないこととした。また、検診受診日 
よりも以前に診断されたがんについては、

がんとして集計しないこととした。 
 がん登録情報ではなく、がん検診情報の

精密検査結果により把握できた発見がんに

ついては、検診受診日よりも後に精密検査

受診していた場合は「検診受診から１年以

内のがん」として集計することとした。 
 
iii. 年度内複数受診の取扱い 
 集計の際、同一人物がひとつのがん検診

に複数回受診していることが明らかの場合、

年度の最初の検診を検診受診日として扱い、

２回目以降の受診は集計しないこととした。 
 
（５）集計方法および感度・特異度の算出方
法の記載 
 集計方法および感度・特異度の算出方法

の記載については、普段集計作業に従事し

ていない自治体担当者（あるいは都道府県

がん登録室）が実施することを想定し、実際

の Excel 操作画面や、作業の例を図として

詳細に掲載した（資料１）。使用する関数に

ついても説明を加え、どの部分を変更すれ

ば自身の自治体データで使用できるのか、

イメージできるようにした。 
 最終的にどのような集計表を作成するの

か例示し、集計すべき項目とともに記載し

た。 
 
D. 考察 
（１） マニュアル作成時に把握した問題

点と解決策 
 本研究では、自治体担当者（あるいは都道

府県がん登録室）が Excel を使用して集計

や感度・特異度の算出を行うことを想定し

て作成した。マニュアルの作成により、自治

体担当者（あるいは都道府県がん登録室）が

本研究班で整理した集計の際の定義等を確

認しながら、統一された方法で集計や感度・

特異度を算出することが可能となった。し

かし、集計作業には Excel のピボットテー

ブル機能や、IF 関数などの関数を多用する

必要があり、集計作業に不慣れな自治体担

当者が初めて取り組む際には、想定外のト

ラブルが生じる可能性を否定できない。そ

のため、実際の作業場面や作業の例の他に、

注意点を項目として追加した。注意点では、

気を付けて作業すべき箇所や、想定し得る

失敗例を掲載し、トラブルを防ぐ工夫をし

た。 
 また、Excel 操作に不慣れである場合、操

作手順が多いほど誤りが発生する可能性が

ある。そのため、今後はマクロを配布する、

R などのスクリプトを配布する、もしくは

アプリケーションを開発するなど、多くの
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自治体担当者が誤りを少なく、統一された

集計・算出方法で、作業負担も軽減されるよ

うな手法を開発する必要があると考えられ

た。 
 
（２） マニュアルの更新 
 本研究で作成したマニュアルは、多くの

自治体担当者（都道府県がん登録室）にご使

用いただき、使いにくい点、わかりにくい点

や問題点を指摘していただくことで、今後

更新していく必要があると考えられた。 
 
E. 結論 
 指標を算出する集計作業を市町村、ある

いは都道府県（都道府県がん登録室）の両方

が行う可能性があることを想定し、行政職

でも利用可能な内容での感度・特異度算出

マニュアルを作成した。本マニュアルは暫

定版であり、今後は改善点を収集し、内容を

更新していく必要がある。 
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